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令和３年３月30日付厚生労働省医政局長通知（医政発0330第８号）「医療法施行規則の一部を
改正する省令の施行等について」により、地域医療支援病院に関する事項のうち、「承認に当
たっての留意事項」も次のとおり改正された。

当該承認が地域における病床の機能の分化及び連携に影響を与えることが想
定されることから、あらかじめ当該病院が所在する構想区域の地域医療構想
調整会議において協議した上で、当該協議の結果や当該病院が所在する二次
医療圏及び都道府県の実状を踏まえて審議が行われるよう留意すること。
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承認に当たっては、医療法施行規則第九条の十九第一項第二号において、管
理者の責務として、「地域における医療の確保を図るために当該病院が行う
ことが特に必要であるものとして都道府県知事が定める事項」が規定されて
いることに留意すること。具体的には、地域の実情を踏まえつつ、病床の機
能の分化及び連携を推進する観点から、承認がなされた際にどのような責務
を追加すべきか、地域医療構想調整会議において協議するとともに、都道府
県医療審議会において審議し、責務の内容が提案された場合においては、承
認申請を行った病院に当該責務に関する実施計画の策定を求め、都道府県医
療審議会において当該計画を確認した上で承認を行うこと。

１．経緯（医療法施行規則の一部改正）

地域における医療の確保のた
めに必要な支援に関する要件
に該当する病院として承認す
るに当たってはあらかじめ医
療審議会の意見を聴くこと

＋

（新設）

【改正前】 【改正後】



１．経緯（国の例示）
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○ 特に必要であるものとして知事が定める事項（国が示す項目の例示）

ア）医師の少ない地域を支援すること。

イ）近接している医療機関と競合している場合は、地域医療構想調整会議
における協議に基づき、医療需要に応じ、必要な医療に重点化した医
療を提供すること。

ウ）平常時からの準備も含め、新興感染症等がまん延し、又はそのおそれ
がある状況において感染症医療の提供を行うこと。

エ）平常時からの準備も含め、災害時に医療を提供すること。

平成10年５月19日付厚生省健康政策局長通知（健政発第639号）「医療法の一部を改正する法律の一部の施
行について」の改正から引用



１．経緯（令和３年度時点の協議結果）
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R3.9.24開催：令和3年度第2回
保健医療計画推進会議 資料７抜粋

本日
協議



(参考)地域医療支援病院制度について
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平成24年３月15日国検討会資料3－1より抜粋

現行は、

②「紹介率65％、逆紹介率40％」
③「紹介率50％、 逆紹介率70％」が基準



(参考)地域医療支援病院の役割
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平成24年３月15日国検討会資料3－1より抜粋



（参考）県内の地域医療支援病院①
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医療圏 病院名（令和５年８月30日現在 42箇所） 承認年月日

横浜 済生会横浜市南部病院 H15.9.29

〃 けいゆう病院 H16.11.8

〃 横浜市立市民病院 H18.9.22

〃 横浜労災病院 H19.9.26

〃 国立病院機構横浜医療センター H19.9.26

〃 横浜市立大学附属市民総合医療センター H19.9.26

〃 済生会横浜市東部病院 H20.9.24

〃 横浜市立みなと赤十字病院 H21.2.23

〃 横浜栄共済病院 H21.10.19

〃 県立こども医療センター H22.4.1

〃 県立循環器呼吸器病センター H22.4.1

〃 菊名記念病院 H22.10.26

〃 聖マリアンナ医科大学横浜市西部病院 H22.10.26

〃 昭和大学横浜市北部病院 H23.10.3



（参考）県内の地域医療支援病院②
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医療圏 病院名（令和５年８月30日現在 42箇所） 承認年月日

横浜 横浜南共済病院 H24.10.10

〃 昭和大学藤が丘病院 H27.11.6

〃 独立行政法人地域医療機能推進機構 横浜保土ケ谷中央病院 R2.4.13

〃 社会福祉法人親善福祉協会 国際親善総合病院 R2.11.12

〃 独立行政法人地域医療機能推進機構 横浜中央病院 R3.12.1

川崎北部 川崎市立多摩病院 H23.2.16

〃 医療法人社団三成会 新百合ヶ丘総合病院 H30.3.16

川崎南部 関東労災病院 H18.9.27

〃 川崎幸病院 H25.4.1

〃 川崎市立川崎病院 H28.3.1

相模原 相模原協同病院 H15.10.24

〃 国立病院機構相模原病院 H23.9.30

横須賀・三浦 横須賀共済病院 H16.3.31

〃 横須賀市立市民病院 H18.9.21



（参考）県内の地域医療支援病院③
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医療圏 病院名（令和５年８月30日現在 42箇所） 承認年月日

横須賀・三浦 横須賀市立うわまち病院 H21.10.28

〃 医療法人徳洲会 湘南鎌倉総合病院 R2.3.27

湘南東部 藤沢市民病院 H12.4.21

〃 茅ヶ崎市立病院 H24.3.8

湘南西部※ 平塚共済病院 H15.10.6

〃 国立病院機構神奈川病院 H21.10.21

〃 平塚市民病院 H24.9.19

〃 神奈川県厚生農業協同組合連合会伊勢原協同病院 R1.11.20

県央 海老名総合病院 H20.2.27

〃 東名厚木病院 H23.2.15

〃 厚木市立病院 H28.11.7

〃 大和市立病院 R1.11.29

県西 小田原市立病院 H21.10.21

〃 県立足柄上病院 R3.3.26

※秦野赤十字病院は、現在申請中のため記載せず



２．追加を検討する管理者責務
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ア）医師の少ない地域を支援すること。

イ）近接している医療機関と競合している場合は、地域医療構想調整会議
における協議に基づき、医療需要に応じ、必要な医療に重点化した医
療を提供すること。

ウ）平常時からの準備も含め、新興感染症等がまん延し、又はそのおそれ
がある状況において感染症医療の提供を行うこと。

エ）平常時からの準備も含め、災害時に医療を提供すること。

 新興感染症等に関する責務については、現在並行して協議を行っている
「感染症予防計画」及び「保健医療計画」の内容と整合を図る必要がある



３．感染症予防計画及び保健医療計画における方針
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令和6年4月施行の改正感染症法
第36条の２で地域医療支援病院に

対しては医療提供が義務付けられ
ている。

第73回厚生科学審議会感染症部会 資料 より



３．感染症予防計画及び保健医療計画における方針
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地域医療支援病院を含む
公立・公的医療機関等によ
り流行初期の病床確保を目
指す考え

令和５年度第３回神奈川県感染症対策協議会 資料より



３．感染症予防計画及び保健医療計画における方針
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第8次保健医療計画
素案たたき台(P53)

○ ８次計画では、新興感染症等
の発生・まん延時に備え、事前
に各医療機関と協定を締結する
方針である

左記の下線部のとおり、関係
団体等と協議を行い、各医療
機関の機能や役割に応じた内
容の協定提供を想定している



４．事務局案

感染症法の規定や「感染症予防計画」及び「保健医療計画」の策定に向けた議論
の中で、地域医療支援病院のみならず、各医療機関の機能・役割に応じた内容の協
定を事前に締結する予定となっていることも踏まえ、以下のとおり事務局案を整理
した。
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【事務局案（予定）】
感染症法で新興感染症に対する医療提供が義務付けられていることに加え、関

連計画により、地域医療支援病院においても、その機能・役割に応じた内容の協
定を事前締結することから、管理者の責務の追加は行わない※。

※今後、管理者責務を追加する必要が生じた場合は、地域医療構想調整会議及び保健医療計画

推進会議で検討させていただく。
※なお、上記協定が、地域医療支援病院の場合はその他の病院と異なる内容の協定となること
も想定されていることから、関連計画の策定後、新たに地域医療支援病院の承認を行う場合
は、必要に応じて協定の見直しを考慮することになる。



10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

５．今後のスケジュール
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第２回
地域医療構想
調整会議

第４回
保健医療計画
推進会議

第２回
医療審議会

＜協議＞ ＜協議＞ ＜審議＞



説明は以上です。
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